

【注意事項】
・すべての書類をＡ４版・片面印刷で提出すること。

・「申請書類チェックシート」で点検のうえ、送付して下さい。

・「様式第１号」の申請日の日付は提出期限と同一の日付にして下さい。

・様式第３号 ⇒ 様式第２号 ⇒ 様式第１号 の順に作成して下さい。

◆様式第１号「産休等代替職員費補助金の交付について（申請）」
（１）法人本部住所（施設住所は不可）、理事長名を記入すること。
　　 （市町村が申請する場合は、市町村長名を記載すること）
（２）「補助金申請額」　＝様式第２号「府補助所要額計」
＝様式第３号「府補助所要額合計」

◆様式第２号「産休等代替職員費補助金所要額調書」

「総事業費」＝任用等承認期間中、代替職員に支払った全経費
☞賃金、一時金、時間外手当、交通費、社会保険料等すべての経費
◆様式第３号「産休等代替職員費補助金職員別所要額調」

(1)提出時点で出産していない場合、「出産年月日」欄は空欄にしておいて下さい。

 (2)「左の期間中施設に勤務した日数」＝任用等承認期間中の代替職員の勤務(予定)日数

　　 ・代替職員の１日の勤務時間が８時間より短い場合
　　「実勤務時間数」÷「８時間」　　※端数が出る場合は、小数第３位を切捨
　　　・代替職員が取得した年次有給休暇日数を勤務日数に算入することはできません。

　　  　※勤務予定日数を計上する場合の注意

　　　  　①補助金は交付決定後、実績報告書（３月に提出依頼予定）に基づき交付されますが、
勤務予定日数を上回る日数を実績報告することはできません。
（実績報告額≦交付決定額）
②病休の終期が未定の場合、任用等承認（予定）期間を60日間とし、勤務予定日数
を算出して下さい。

(3)「支出予定額」＝任用等承認期間中、代替職員に支払った（支払予定の）賃金。
☞日々の所定労働時間内の勤務に対する賃金のみ記載してください。

一時金、時間外手当、交通費、社会保険料等の諸経費は含まれません。
(4)「基準額」＝「左の期間中施設に勤務した日数」× 6,070円

　　　 ※端数が出る場合は、小数点以下を切捨すること。

(5)「府補助所要額」＝代替職員1名ごとに、支出予定額と基準額とを比較して少ない方の額
◆様式第４号「要件確認申立書」　　
　　　　　　　　　　　　

◆様式第５号「暴力団等審査情報」　　　　　　　　　　　　　

(1)団体の構成や役員等の基本的な事項を定めている定款等（寄附行為、規則、会則等）に規

定している役員を全て記入してください。

☞規定がない場合や、役員以外に実質的に当該業務を統括する者がいる場合は、役員に

準ずる者、役員と同等以上の職にある者（事務局長、その他）を記入してください。
◆就業規則等の写し　　　　　　　　　　　　　　

 (1) ・職員に産前産後の休業又は病休が付与されていること

　 　・産前産後の休業期間又は病休期間

　 　・産前産後の休業又は病休期間中、有給（本給が全額支給される）であること

の定めがあることを確認し、該当部分に赤線又はマーカーを引いて下さい。

(2)休業期間中有給であることの規定がない場合は、休業職員の給与支払明細書など、休

　業職員に本給を全額支払ったことを証明する書類を提出して下さい。（代替職員任用等承認期間中の月分のみで結構です。）
◆令和６年度収支予算書抄本　又は　見込書

 (1)各法人施設で作成されている予算(見込)書において、産休等代替職員費補助金（収入）
と代替職員の賃金（支出）が計上されている予算科目の摘要（備考）欄や余白に、「産

休等代替職員費補助金を含む」、「産休等代替職員賃金を含む」と記入して下さい。

(2)急に休業者が出た等の理由により現時点で予算補正を行っておらず、予算書に産休等代

替職員費補助金（収入）が計上されていない場合は、余白にその旨を記入して下さい。

(3)予算（見込）書抄本を作成する場合は、別添の作成例を参考にして下さい。

☞これは例示であり定まった様式ではありませんので、各法人指定の予算科目名を
記入して下さい。

◆債権債務者（登録・変更）申請書

　(1)振込を受けるためには、大阪府の「債権債務者登録」が必要です。

　(2)過去に当補助金を受けている場合でも提出して下さい。
◆振込口座の銀行通帳（支店名、口座番号、口座名義人等記載のページ）の写し
　
◆委任状

①口座名義人が、施設長など法人代表者と異なる場合

②登録口座の住所が、施設住所など法人本部住所と異なる場合　

　　☞①・②のいずれかに該当する場合は、別添の様式により提出して下さい。

（日付は様式第１号の申請日と同じ）

◆申請書類チェックシート
【今後の事務手続（令和６年度補助金）】
1 令和７年２月～３月　　　補助金交付決定通知 及び 実績報告書提出依頼書の送付

2 令和７年４月４日（金）　実績報告書の提出締切

3 令和７年５月下旬（予定）　補助金確定通知の送付及び補助金の交付
産休等代替職員費補助金交付申請書様式　記入要領
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